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要旨：本論文では１方向地震入力を受ける単層１軸偏心建物に Bi-linear 型復元力特性を有す

る付加耐震要素を設置した場合を対象としてその最大応答変位の推定を試みる．次いで，対

象とする偏心建物では１次モード応答が卓越して振動しているという仮定の下，入力レベル

が与えられたときに建物で最も変形の大きくなる構面での変形量を与えられた許容値以下に

収めるための必要降伏耐力を算出する方法を定式化しその妥当性を検証する． 

キーワード：単層１軸偏心建物，変位依存型付加耐震要素，静的漸増載荷解析 

 

1. はじめに 

近年，鉄筋コンクリート造建物を対象として，

鋼製ダンパーや摩擦ダンパー等の変位依存型の

付加耐震要素による耐震補強方法の開発が精力

的に行われている1)．これらの付加耐震要素を

用いた耐震補強の場合の補強効果は，現状では

時刻歴応答解析により確認するのが一般的であ

る．一方，時刻歴応答解析を行わない応答評価

手法である限界耐力計算法2)を付加耐震要素が

設置された建物に適用する試みも行われている

ものの3)，検討範囲は現時点では平面的に整形

な場合に限定されている．著者らは，文献4)に

おいて多層１軸偏心建物の非線形応答推定手法

の提案を行った．文献4)の手法は限界耐力計算

法と同様に静的漸増載荷解析を行い多自由度系

モデルを等価１自由度系モデルに縮約して時刻

歴応答解析を行わずに応答を推定できる手法で

ある．これを準用することにより変位依存型の

付加耐震要素を設置した偏心建物の非線形応答

を合理的に推定可能であると思われる． 

本論文では１方向地震入力を受ける単層１

軸偏心建物に Bi-linear 型復元力特性を有する付

加耐震要素を設置した場合を対象として文献4)

の手法によりその最大応答変位の推定を試みる．

次いで，対象とする偏心建物では１次モード応

答が卓越して振動しているという仮定の下，入

力レベルが与えられたときに建物で最も変形の

大きくなる構面での変形量を与えられた許容値

以下に収めるための必要降伏耐力の算定方法を

示しその妥当性を検証する． 

 

2. 解析諸元 

2.1. 解析建物モデル 

(1) 既存建物モデル 

解析対象は図－１に示す X 軸に関して対称

な２種類の平面形状の単層建物モデルである．

既存建物モデルは４層建物を想定し，降伏層せ

ん断力は全モデルで X 方向 0.75W，Y方向 0.50W

（W：建物重量）とした．表－１に解析建物モ

デルの慣性質量 m，回転慣性質量 I，等価高さ

H*および各要素の降伏耐力を示す．純ラーメン

要素・耐震壁要素の復元力特性は図－２(a)，(b)

のように仮定し，復元力特性としては曲げ破壊

型のＲＣ造建物を想定して Takeda モデル5)とし

た．各構面での部材のねじり剛性および２方向

応力の相互作用の影響は簡略化のため無視した． 

(2) 付加耐震要素 

上に示した 2 種類の既存建物モデルに対し，

柔側の最外構面（Model-AではX5構面，Model-B

では X7 構面）に付加耐震要素を設置する．付

加耐震要素の復元力特性は図－２(c)に示すよ

うに Bi-linear 型とし，復元力特性は Normal 

 *1 東京理科大学助手 理工学部建築学科 博士（工学） (正会員) 

 *2 東京工業大学助教授 建築物理研究センター 工博 (正会員) 

 *3 東京大学助教授 生産技術研究所 工博 (正会員) 

コンクリート工学年次論文集，Vol.27，No.2，2005

-13-



Bi-Linear モデルとした．付加耐震要素の降伏耐

力は各々のモデルで 0（無補強），0.05W，0.10W

の３種類を設定した．従って，全てで解析モデ

ルは 6 モデルとなる．表－２に各モデルの弾性

剛性による偏心比 E（= eK / r，eK: 剛性偏心距離， 

r : 床の回転半径），重心に関する弾力半径比 J，

（= j / r, j: 重心に関する弾力半径），基準法施行

令における偏心率 Re および弾性時における各

モードの固有周期 Ti および加振方向（Y 方向）

に関する等価質量比 mi
*(i = 1~2)を示す．表－２

より明らかなように，付加耐震要素の降伏耐力

を 0.05W，0.10W としたモデルでは無補強の場

合と比べて E が小さくなる．また，全ての解析

建物モデルは付加耐震要素の有無に関わらず

m1
*の値は 0.7 以上となり，Y 方向からの加振に

対しては１次モードが支配的である．減衰は瞬

間剛性比例型とし，減衰定数は弾性１次モード

に対して 3%と仮定した． 

2.2. 入力地震動 

本検討では地震動は 1 方向入力とした．入力

地震動は告示で規定された設計用応答スペクト

ルに適合するように作成した模擬地震動とした．

作成する模擬地震動の入力レベルは極めて稀に

生じる地震動とし，地盤種別を第２種地盤とし

て告示に示す地盤増幅を考慮した．模擬地震動

は６記録（El Centro 1940, Taft 1952, Hachinohe 

1968, Tohoku Univ 1978, JMA Kobe 1995, Fukiai 

1995）の NS 成分および EW 成分の位相特性を

用いて 12 波作成した．図－３に各模擬地震動の

弾性加速度応答スペクトル（減衰定数 5％）を

示す．なお，各模擬地震動の最大加速度 A0 の平

均は 5.97m/s2，最大速度 V0 の平均は 0.949m/s

である．本論文では，作成した地震動を 0.5 倍

および 1.0 倍に係数倍して Y 方向に入力した． 
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図－１ 解析建物モデルの平面図 
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図－２ 復元力特性 

 

 

表－１ 各既存建物モデルの諸元 

各要素の降伏耐力 
純ラーメン要素 耐震壁要素  m (ton) I (ton･m2) H* (m) 

X 方向 Y 方向 X 方向 Y 方向 
Model-A 2304 221184 0.050W 0.050W 
Model-B 2592 349920 10.8 0.036W 0.063W 0.250W 0.125W 

注）W：建物重量 
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3. 等価線形化法による非線形応答の推定 

ここでは，文献4)の方法により変位依存型付

加耐震要素を設置した場合の非線形応答の推定

を試みる．等価 1 自由度系モデルの等価加速度

A1
*および等価変位 D1

*は，単層 1 軸偏心系モデ

ルの静的漸増載荷解析結果より得られる復元力

ベクトル{R}，変位ベクトル{d}および各ステッ

プでのモード形β1{φ1}を用いて式(1)，(2)で得ら

れる． 

{ } { } *
111

*
1 MRA Tφβ=  (1)

{ } [ ]{ } *
111

*
1 MdMD Tφβ=  (2)

[ ] 







=

I
m

M
0

0  (3)

{ } { } { } { }T
ZY

T TQRyd == ,θ  (4)

ここで，[M]は単層 1 軸偏心系モデルの質量マ

トリクスである．また M1
*は 1 次等価質量であ

り，式(5)より求まる． 

{ } [ ]{ }αφβ MM T
11

*
1 =  (5)

{ } { } { } { }TT
Y 01,111 == Θ αφφφ  (6)

{ } [ ]{ } { } [ ]{ }1111 φφαφβ MM TT=  (7)

本論では文献2)の等価線形化法により等価

１自由度系モデルの最大応答を推定する．等価

周期 Teq，等価粘性減衰定数 heq は式(8)，(9)によ

り定める． 
*

1
*

12 ADTeq π=  (8)

∑∑ ⋅=
i

i
i

ieqieq WWhh  (9)

ここで，heqi は各構面要素の等価粘性減衰定

数，Wi は各構面要素のポテンシャルエネルギー

である．各構面要素の等価粘性減衰定数 heqi は，

既存建物部分では式(10)，付加耐震要素では式

(11)により求める． 

( ) 01125.0 hh ieqi +−= µ  (10)

( ) 01127.0 hh ieqi +−×= πµ  (11)

ここで，µi は各構面要素の塑性率，h0 は弾性

時における減衰定数であり，ここでは 3％と仮

定する．なお，式(10)は文献2)の限界耐力計算

法での等価粘性減衰定数の算定式であり，式

(11)は完全弾塑性型復元力特性を有する系が定

常振動する場合の等価粘性減衰定数を文献6)で

の検討に基づき応答の非定常性を考慮して 0.7

倍に低減したものである．また，等価粘性減衰

定数による応答スペクトルの低減は文献2)で示

されている式(12)にて行った． 
( )eqh hF ⋅+= 1015.1  (12)

図－４に各構面の最大応答変形角の推定結果

を時刻歴応答解析の平均µおよび平均µ+標準偏

差σと比較して示す．図－４より明らかなよう

に，(1)の無補強の場合および(2)，(3)の付加耐

震要素を 0.05W，0.10W 付加した場合ともに文

献4)での手法により良好に推定可能であること

がわかる．また，入力地震動の倍率を 1.0 倍と

した時の時刻歴応答解析の平均は，(1)の無補強

では最大で 2.79％（Model-B の X7 構面，以下

同じ），(2)の 0.05W 付加した場合では最大で

1.69％，(3)の 0.10W 付加した場合では最大で

図－３ 弾性加速度応答スペクトル 

表－２ 各解析モデルのパラメータ 

弾性固有周期 弾性時での等価質量比 E J Re 
T1(s) T2(s) m1

* m2
* 

Model-A 0.437 1.224 0.382 0.365 0.238 0.749 0.251 
(0.05W) 0.347 1.224 0.296 0.339 0.237 0.792 0.208 
(0.10W) 0.266 1.225 0.222 0.317 0.235 0.842 0.158 
Model-B 0.738 1.486 0.572 0.391 0.197 0.817 0.183 
(0.05W) 0.614 1.490 0.452 0.356 0.195 0.852 0.148 
(0.10W) 0.503 1.493 0.358 0.330 0.193 0.887 0.113  
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1.06％となり，付加耐震要素の設置により変形

角は小さくなる事が確認できる． 

 

4. 付加耐震要素の必要降伏耐力の算定 

4.1. 必要降伏耐力の算定式 

本節では，入力地震動の弾性応答スペクトル

が与えられたときに建物で最も変形が大きくな

る構面の変形を与えられた許容値以下に収める

ために必要な付加耐震要素の降伏耐力の算定式

を示す．定式化に際し以下の３つの仮定を行う． 

a) 建物の応答は補強前後ともに１次モー

ド応答が支配的である． 

b) 建物の 1 次モード形は変位分布と相似で

あり，補強前後での変動は小さい． 

c) 補強前後での等価周期の変動は小さく

その影響は無視できる． 

なお，柔側構面に付加耐震要素を付加すると

ねじれが抑えられるため補強前後でモード形の

変動が顕著となる可能性がある．しかし 4.2 節

で後述するように，ここでは定式化の簡略化の

ため上記 a)～c)の仮定に基づき必要耐力を算定

し，その後付加耐震要素を設置して再び静的漸

増載荷解析を行って許容値を満足しているか否

かを確認するものとする． 

図－５に示すように対象建物が１次モードで

振動している場合に最外構面 i の変位 dYiが許容

値 dlimit に到達しているとする．補強前の等価加

速度を A1o
*，等価変位を D1o

*，等価減衰定数を

heqo とする．ここで完全弾塑性型復元力特性（降

伏変形 dyD < dlimit，降伏耐力 QyDi）を有する付加

耐震要素を最外構面 i に設置する場合を考える．

付加耐震要素による等価加速度の増加分∆A1
*は

式(13)を用いて式(14)で表すことができる． 

{ } { }T
XiyDiyDi lQQR ⋅−=∆  (13)

{ } { }
( ) *

1111

*
111

*
1

MQl

MRA

yDiXiY

T

⋅⋅−=

∆=∆

Θφφβ

φβ  (14)

一方で，付加耐震要素の等価粘性減衰定数

heqD は，付加耐震要素の変形が dlimit であるから

塑性率はµDi = dlimit / dyD となるため式(11)より得

られる．ゆえに補強後の建物の等価減衰定数 heq

は式(15)により得られる． 

*
1

*
1

*
1

*
1

AA
AhAh

h
o

eqDoeqo
eq ∆+

∆⋅+⋅
=  (15)

したがって，周期 Teq における減衰定数 5%の

弾性加速度応答スペクトルを SAo(Teq)とすると

式(12)より SA(Teq, heq)は式(16)で得られる． 
( ) ( ) ( )eqeqAoeqeqA hTShTS ⋅+⋅= 1015.1,  (16)

式(16)に式(15)を代入し，これを補強後の等価

加速度(A1o
*+∆A1

*)と等値する（式(17)）． 

図－４ 各構面最大応答変形角の推定結果 

Y

G

X
dYi = dlimity

θ

QyDilXi

Note: θ = β1φΘ1D1
*<0

 
図－５ 付加耐震要素設置後の変位分布 
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(17)
式(17)を∆A1

*について解き，更に式(13)に代入

して式(18)の関係を用いると式(19)を得る． 

mM Y ⋅= 11
*

1 φβ  (18)

( ) ( )
eqD

oeqoeqAo

XiY

Y
yDi

h
AhTS

l
mQ

⋅+
⋅⋅+−⋅

⋅

⋅−
⋅=

Θ

101
1015.1 *

1

11

1

φφ
φ

(19)

4.2. 必要降伏耐力の算定手順 

前節の議論に基づき，付加耐震要素の必要降

伏耐力 QyDi の算定手順を以下に示す． 

1) 静的漸増載荷解析を行い，最外構面の変形

が許容値に達する点における A1o
*，Teq，お

よび heqo とβ1{φ1}を求める． 

2) 用いる付加耐震要素の降伏変形 dyD を設定

し，式(11)を用いて heqD を求める．次いで減

衰定数 5%の弾性加速度応答スペクトル

SAo(Teq)から式(19)により QyDi を算定する． 

3) 付加耐震要素を設置したモデルを用いて再

び静的漸増載荷解析を行い，最外構面の変

形が許容値に達する点における A1
*，Teq，お

よび heq を求める．そして式(20)を満足して

いることを確認する．式(20)を満足しない場

合，2)に戻って QyDi を修正する． 
( ) ( )eqeqAo hTSA ⋅+⋅≥ 1015.1*

1  (20)

4.3. 付加耐震要素の必要降伏耐力の算定例 

以下に算定例を示す．本論文では，表－３の

条件１，２を同時に満足するように付加耐震要

素の必要降伏耐力を算定する．付加耐震要素の

降伏変形は 1/500H*とし，Model-A では X5 構面

に，Model-B では X7 構面に設置する． 

表－４に各モデルについて算定された付加耐

震要素の必要降伏耐力 QyD を示す．表－４より

明らかなように，Model-A, Model-B ともに条件

1 よりも条件 2 で必要な QyD が大きくなったた

め，最終的な必要降伏耐力 QyD は条件 2 により

決定した．図－６に Model-B における補強前後

の A1
*－D1

*関係および heq－D1
*関係を比較して

示す．図－６より明らかなように付加耐震要素

の設置により構面 Y7 の層間変形角が 1/80 の時

点での等価加速度 A1
*は 5.104m/s2から 6.514m/s2，

等価粘性減衰定数 heq は 5.5%から 17.2%に増大

した．なお，X7 構面の層間変形角が 1/80 とな

る時点での等価周期 Teq は，モード形の変化の

影響により補強後でむしろ増大している．これ

は，付加耐震要素の設置によりねじれの増大が

抑えられた結果，X7 構面の層間変形角が 1/80

となる時点での等価変位 D1
*が補強前と比べて

増大した事による． 

図－７に各モデルにおいて 0.5 倍，1.0 倍の入

力における各構面の最大応答変形角を時刻歴応

答解析結果と等価線形化法による推定結果と比

 

図－６ 補強前後の A1*-D1*関係と heq-D1*関係 
(Model-B)

 

表－３ 付加耐震要素の必要耐力の算定条件 

 入力倍率注） 構面の許容変位 
条件 1 0.5 倍 1/150H* 
条件 2 1.0 倍 1/80H* 

注）図－３の弾性応答スペクトルに対する倍率

 

表－４ 算定した付加耐震要素の必要降伏耐力

 Model-A Model-B 
QyDi（条件１） 0.045W 0.052W 
QyDi（条件２） 0.121W 0.128W  
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較して示す．図－７より明らかなように，入力

が 0.5 倍の場合では時刻歴応答解析結果の平均

値は全構面で許容値をかなり下回り最大で

0.334％（＝1/299，Model-A）となる一方で入力

が 1.0 倍の場合では平均値は全構面で許容値以

下に収まり，最大で 0.91％（＝1/109，Model-B）

となった．ここで，0.5 倍のときに応答値が許容

値をかなり下回った要因としては，表－４で既

に示したように Model-A，Model-B ともに条件

２で付加耐震要素の必要耐力が決定した結果，

条件 1 に対しては Model-A では必要降伏耐力の

2.67 倍，Model-B では 2.46 倍と大きな余裕のあ

る補強量となったためである． 

以上により，本手法で水平 1 方向地震入力を

受ける単層 1 軸偏心系の各構面最大応答変位を

許容値以下に収めるために必要な付加耐震要素

の降伏耐力を合理的に算定可能であることを示

した． 

 

5. まとめ 

本検討では，水平１方向地震入力を受ける単

層 1 軸偏心建物を対象として，Bi-Linear 型復元

力特性を有する変位依存型付加耐震要素を設置

した場合の非線形応答の推定を試みた．次いで

付加耐震要素の必要降伏耐力の算出方法を示し

その妥当性を検証した．結論を以下に示す． 

(1) 変位依存型付加耐震要素を設置した単層

１軸偏心建物の非線形地震応答が，付加耐

震要素の等価粘性減衰を適切に設定する

ことによって文献 4)の手法で推定可能であ

ることを確認した． 

(2) 本論文で議論した付加耐震要素の必要降

伏耐力の算定手法により水平 1 方向地震入

力を受ける単層 1 軸偏心建物の最大応答変

位を制御できることを示した． 

本論文では，水平 1 方向地震入力を受ける単

層 1 軸偏心建物に対象を絞って議論を行った．

水平 2 方向入力の影響等については今後の検討

課題である． 
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